2019年度　地域間交流支援（RIT）事前調査事業　
新規案件募集　申請書【申請団体（実施主体）記入用】
　　（記入日○月○日）

※本申請書は最寄りのジェトロ貿易情報センターに相談の上、ご提出ください。
１．対象地域・分野 
	国内地域名
	

	産業交流分野(業種)
	

	海外対象国・地域名
	


２．申請団体（実施主体）
	実施主体名称
	
	代表者名（役職名）
	
	公印

	実施主体所在地
	

	組織概要(200字程度)
※実施主体の全体像を示した組織図及び構成リストがある場合は別途添付して下さい
	

	ホームページアドレス（URL）
	

	傘下企業数（任意）
例：産業支援機関会員企業
	（　　　　　　　　　　）社

	事務担当者
	氏名：　　　　　　　　　
所属部署・役職名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＴＥＬ：　　　　　　　　　
E-mail：　　　　　　　　　
担当者外国語能力：　　　　 語
□堪能　□ﾒｰﾙでのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ程度　□不慣れ

（｢不慣れ｣と記入された場合）

外国語対応の体制：□有　□なし　□現在はないが外部リソースを活用


※　実施主体が任意団体の場合は、組合規約（写）、役員名簿、組織図、構成リスト等を添付して
　　下さい。
３．交流のリーダー
	交流のリーダー
（当該分野の専門知識をもち、案件を推進する上で中心となる人物。実施主体の事務担当者と同じ方でも構いません。）
	氏名：　　　　　　　　　
所属社名（団体名）：　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属部署・役職名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＴＥＬ：　　　　　　　　　
E-mail：　　　　　　　　　
専門分野：　　　　　　　　　
略歴：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
外国語能力：　　　　 語
□堪能　□ﾒｰﾙでのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ程度　□不慣れ



４．国内地域概要
	国内地域の産業構造および企業動向(200字程度)
（なぜ参加企業が国際ビジネス連携を必要としているか、企業の置かれている状況を踏まえて記入）
	


５．海外交流先および産業交流目的
	海外交流先（団体名候補）
	

	海外交流先との産業交流の目的（構想や地元への波及効果も踏まえて記入）
	

	海外対象国・地域の選定理由（国内および海外地域にもたらすメリットを踏まえて記入）

	


６．申請地域の本交流事業参加企業
	申請地域の本交流事業参加企業
（RIT事業を通じた輸出・技術提携等の海外ビジネスに意欲を示している、中小企業を5社以上記入して下さい。6社以上記入される場合は6番以降を追加してご記入ください。）
	1
	企業名：○○○○㈱
所在地：○○県○○市
業　種：
担当者氏名：
所属部署・役職名：

取引先：□海外あり　□海外なし（国内のみ）
主要取扱製品･ｻｰﾋﾞｽ等：
ＵＲＬ：
	□中小企業


	
	2
	企業名：○○○○㈱
所在地：○○県○○市
業　種：
担当者氏名：
所属部署・役職名：

取引先：□海外あり　□海外なし（国内のみ）
主要取扱製品･ｻｰﾋﾞｽ等：
ＵＲＬ：
	□中小企業


	
	3
	企業名：○○○○㈱
所在地：○○県○○市
業　種：
担当者氏名：
所属部署・役職名：

取引先：□海外あり　□海外なし（国内のみ）
主要取扱製品･ｻｰﾋﾞｽ等：
ＵＲＬ：
	□中小企業


	
	4
	企業名：○○○○㈱
所在地：○○県○○市
業　種：
担当者氏名：
所属部署・役職名：

取引先：□海外あり　□海外なし（国内のみ）
主要取扱製品･ｻｰﾋﾞｽ等：
ＵＲＬ：
	□中小企業


	
	5
	企業名：○○○○㈱
所在地：○○県○○市
業　種：
担当者氏名：
所属部署・役職名：

取引先：□海外あり　□海外なし（国内のみ）
主要取扱製品･ｻｰﾋﾞｽ等：
ＵＲＬ：
	□中小企業

	
	
	· 大企業が参加企業に含まれる場合、こちらの欄
以降にご記入下さい。
	□中小企業
□大企業



７．実施ツール予定
	実施予定ツール名※
	□ 国内研究会（　　　　回）
□ 海外基礎調査（　　　　回）
□ 海外出張調査（　　　　回）

	国内研究会・
各調査内容（予定）および
実施予定時期
（複数回も可能）

	国内研究会（必須）

	○月：（記入例）キックオフミーティング
○月：（記入例）出張調査報告 
○月：

	
	海外基礎調査：〇月
	調査内容を記入


	
	海外出張調査：〇月
	調査内容を記入



※国内研究会の開催（２回以上）は必須。
※予算の範囲内で同ツールを複数回実施することは可能。
※必ずしも海外基礎調査・海外出張調査を共に実施する必要はありません。事業目的に沿って、ツールを選択ください。
※海外基礎調査、海外出張調査については1月までに実施してください。

※海外出張調査の専門家は公募で選定します。
ご記入いただいたお客様の情報は適切に管理し、案件採択審査のために利用します。
別添③





特定地域がなければ、国名のみでも構いません。





いずれかに■を記入





※　事務担当者が英語等に不慣れな場合でも、組織として外部リソースを含めて対処できる体制になっていること、あるいはそうした体制を整える考えがあることが必須です。








いずれかに■を記入





現時点で想定される海外の機関・団体名を記入。複数可。





いずれかに■を記入





いずれかに■を記入





実施予定ツールに■を記入（複数選択可）








1

